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第43 リチウムイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに係る運用 

（平成23年12月27日消防危第303号、令和４年４月27日消防危第96号） 

 

１ 運用の適用対象となるリチウムイオン蓄電池に関する事項 

(1) 運用の適用対象となるリチウムイオン蓄電池について 

２に掲げる技術基準の適用は、一定の安全対策が講じられ発火危険性が低減

されているリチウムイオン蓄電池（以下「蓄電池」という。）である次のア又

はイに掲げるものにのみ適用できるものであること。 

ア 電気用品安全法（昭和36年法律第234号）第８条第１項に基づく電気用品

の技術上の基準を定める省令（昭和37年通商産業省令第85号）別表第９に規

定する技術基準に適合している蓄電池。（別紙１参照） 

イ 国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程に定める技術基準に適

合している蓄電池（電気用品安全法の適用を受けない蓄電池に限る。）。（別

紙２参照） 

(2) 蓄電池の電気用品安全法等に規定する技術基準ヘの適合状況の確認について 

ア (1)アに掲げる蓄電池については、電気用品安全法令に規定する技術基準

に適合していることを、電気用品安全法第10条に基づく表示（PSEマーク）

により確認すること。 

     ※ 電気用品安全法に基づく電気用品安全法施行令（昭和37年政令第324号

）別表第２第12号において、蓄電池は、単電池１個当たりの体積エネルギ

ー密度が400ワット時毎リットル以上のものに限り、自動車用、原動機付

自転車用、医療用機械器具用及び産業用機械器具用のもの並びにはんだ付

けその他の接合方法により、容易に取り外すことができない状態で機械器

具に固定して用いられるものその他の特殊な構造のものを除くこととされ

ている。 

イ (1)イに掲げる蓄電池については、国際海事機関が採択した危険物の運用

に関する規程に定める技術基準に適合していることを、事業者が実施してい

る当該技術基準に基づく試験結果により確認すること。 

 

２ リチウムイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに係る技術基準に関する事項 

(1) 蓄電池を貯蔵し、又は取り扱う場合に共通する事項について 

蓄電池を地上高さ３メートルからコンクリートの床面に落下させる試験（以

下「落下試験」という。）を実施し、蓄電池内部から漏液や可燃性蒸気の漏れ

が確認されない場合にあっては、危険物令第23条又は条例第34条の3を適用し、

当該蓄電池（蓄電池を用いたリチウムイオン蓄電池設備（蓄電池及び電気配線

等から構成される設備をいう。以下「蓄電池設備」という。）や電気製品等の

場合も含む。以下同じ。）を貯蔵し、又は取り扱う場所について、次に掲げる
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措置を講ずる必要はないこと。 

ア 電気設備を防爆構造とすること。 

イ 床を危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜をつけ、かつ貯

留設備（ためます）を設けること。 

ウ 可燃性の蒸気を屋外の高所に排出する設備を設けること。 

なお、落下試験による漏液や可燃性蒸気の漏れの確認については、事業者が

実施した試験結果を当該事業者に提出させ、確認を実施して差し支えないこと。 

(2) 指定数量未満の危険物を取り扱う自家発電設備の付近に電解液量の総量が指

定数量未満の蓄電池設備を設置する場合の取扱いについて 

ア 自家発電設備（指定数量未満の危険物を取り扱うものに限る。以下同じ。

）の付近に蓄電池設備を設置する場合、当該蓄電池設備の電解液量が指定数

量未満であって、かつ、当該蓄電池設備を、出入口（厚さ1.6ミリメートル

以上の鋼板又はこれと同等以上の性能を有する材料で造られたものに限る。

）以外の開口部を有しない厚さ1.6ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等

以上の性能を有する材料で造られた箱（以下、単に「箱」という。）に収納

する場合にあっては、当該自家発電設備と当該蓄電池設備の指定数量の倍数

を合算せず、それぞれを指定数量未満の危険物を取り扱う場所として扱うも

のとすること。 

イ 蓄電池設備を収納した箱を複数設置する場合は、全ての箱の電解液量を合

算し、当該液量を指定数量未満とすること。 

ウ ア及びイいずれの場合も自家発電設備との離隔距離は不要であること。ま

た、イの場合において、互いの箱についても離隔距離は不要であること。 

エ 箱には条例第31条の２第２項第１号の規定による標識及び掲示板の設置に

加え、蓄電池を収納している旨を表示すること（例えば、品名に「リチウム

イオン蓄電池」等と付記すること。）。 

なお、箱には出入口以外の開口部を設けることは原則として認められないが、 

機能上開口部を設ける必要がある場合は、箱内部及び外部からの延焼を確実に

防止するとともに、外部からの可燃性蒸気の流入を確実に防止することができ

る防火措置を講じた必要最小限の開口部に限り設けることができること。 

(3) 電解液量の総量が指定数量未満の蓄電池を箱に収納して貯蔵する場合の取扱

いについて 

ア 箱に電解液量の総量が指定数量未満の蓄電池を収納し、当該箱を複数置く

場合にあっては、箱ごとの指定数量の倍数を合算せず、それぞれを指定数量

未満の危険物を貯蔵する場所として扱うものであること。 

イ アの要件を満たす場合は、箱ごとの離隔距離は不要であること。 

ウ 箱には条例第31条の２第２項第１号の規定による標識及び掲示板の設置に

加え、蓄電池を収納している旨を表示すること（例えば、品名に「リチウム
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イオン蓄電池」等と付記すること。）。 

(4) その他 

電解液量の総量が指定数量以上となる場合の蓄電池設備については危険物規

則第28条の60の４によること。 

 

３ キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に関する事項 

キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵については、「キュービクル

式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に係る運用について」（令和４年４月27日消

防危第96号。以下「96号通知」という。）によるほか、次のとおりとすること。 

(1) 96号通知別紙２ １の例により、キュービクルの全体に耐火性を有する布を

袋状にして覆い被せる場合においても、標識及び掲示板は、外部から見やすい

箇所に設置する必要があることに留意すること。 

(2) 運用に際し、疑義が生じた場合は、予防課と協議すること。 
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